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１．１６年９月中間期の連結業績（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 
（１）連結経営成績     (注)本中間決算短信及び添付資料の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示している。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 
16年９月中間期 ２８４,９２２ (  3.9) ３４,５８０ (  6.6) ２７,１９７ (  20.0) 
15年９月中間期 ２７４,１６２ (△ 5.5) ３２,４２５ (△ 15.5) ２２,６６４ (△ 5.8) 

16年３月期 ５６１,８９１  ５９,９８６  ４０,８８５  
 

 中間（当期）純利益 1株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当た 
り中間（当期）純利益 

 百万円       ％ 円  銭 円  銭 
16年９月中間期 １６,９９４ (  17.8) ６６．７１ － 
15年９月中間期 １４,４２５ (△ 5.7) ５５．３３ － 
16年３月期 ２７,４１７  １０５．０４ － 
 (注) ① 持分法投資損益 16年9月中間期 233百万円 15年9月中間期 212百万円 16年3月期 612百万円 

 ② 期中平均株式数(連結) 16 年 9月中間期 254,758,229 株 15 年 9月中間期 260,739,204 株 16 年 3月期 259,056,381 株  
③ 会計処理の方法の変更  有 
④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率  

（２）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
16年９月中間期 １,３８３,８８２  ３８５,９１９  ２７．９   １,５２２．５６  
15年９月中間期 １,４２８,２７０  ３７５,３９９  ２６．３   １,４５４．１７  
16年３月期 １,４０５,６２９  ３７８,１６０  ２６．９   １,４７９．３１  
 (注) 期末発行済株式数(連結) 16 年 9 月中間期 253,467,834 株 15 年 9 月中間期 258,153,421 株 16 年 3 月期 255,493,836 株   
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期  末  残  高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
16年９月中間期 ６４,４１１  △ ３０,７３０  △ ３６,０７０  ４,８９６  
15年９月中間期  ６５,５８５  △ ３３,３２７  △ ３２,９８９  ６,１５１  
16年３月期   １４２,５１４  △ ６８,５３９  △ ７４,１０８  ６,７４９  

 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
    連結子会社数 ９ 社  持分法適用非連結子会社数 － 社  持分法適用関連会社数 １ 社 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
    連結（新規） ５ 社  （除外） －社  持分法（新規） － 社  （除外） － 社 
 
２．１７年３月期の連結業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
 億円 億円 億円 
通   期 ５,８２０     ４１０     ２７５     

 (参考) １株当たり予想当期純利益（通期） １０８円  
 ※ 業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は 

 今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料 
 の11ページをご参照ください。 
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企業集団の状況 
 
当社グループは、電気事業のほか、情報処理・電気通信・放送、電気機器等の製造、
電気・機械・土木・建築関係工事の施工、商事・不動産・エネルギー・運輸・環境・
サービス及び電気事業に関連する研究開発などの事業を行っており、その概要を事業
系統図によって示すと、次のとおりである。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(注)１ ㈱ネットウェーブ四国、㈱四電技術コンサルタント、四電エナジーサービス㈱、㈱よんでんライフケア、 

㈱四国総合研究所は、当中間連結会計期間より連結対象とした。 

２ 坂出ＬＮＧ㈱は、平成16年6月18日に設立した。 

３ ㈱ＳＴＮｅｔと㈱ネットウェーブ四国は、平成16年10月1日付で、㈱ＳＴＮｅｔを存続会社として合併 

した。 

 

《製造》 
○電力供給用電気機器・電子機器等の製造・販売など 

（その他の事業） （電気事業） 

連結子会社 非連結子会社 関連会社（※は持分法適用会社） 

《研究開発》 
○電力の利用や供給に関する技術・バイオや新素材に関する技術の調査・研究・開発など 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
四 
 
国 
 
電 
 
力 
 
㈱ 

㈱四国総合研究所(注１) 

《商事・不動産・エネルギー・運輸・環境・サービス》 
○ビルの賃貸、電力利用機器等の販売、分散型電源サービス、介護サービス、 
ＬＮＧ貯蔵・気化、物資輸送、植林、揚運炭など 

橘火力港湾サービス㈱ 伊方サービス㈱ 
坂出ＬＮＧ㈱（注２） 
四国航空㈱ 
㈱よんでんメディアワークス 
徳島綜合自動車㈲ 
Yonden Afforestation 
Australia Pty.Ltd. 
（日本語名）四国電力豪州植林㈱ 

四電ビジネス㈱ 
四電エナジーサービス㈱(注１) 
㈱よんでんライフケア(注１) 

《建設・エンジニアリング》 
○電気・機械・土木・建築関係工事の調査・設計・施工など 

四電エンジニアリング㈱ 
㈱四電技術コンサルタント（注１） 

㈱四電工※ 

四国計測工業㈱ テクノ・サクセス㈱ 四変テック㈱ 
エコ・テック㈱ 

《情報処理・電気通信・放送》 
○情報システム開発、インターネット接続サービス、専用線サービス、 
個人向け光サービス[ＦＴＴＨ]、有線テレビジョン放送など 

㈱ＳＴＮｅｔ(注３) 
㈱ネットウェーブ四国(注１,３) 

㈱ケーブルメディア四国 

お 客 さ ま 
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経 営 方 針 
 

１．経営の基本方針 

 
  電力自由化の進展やデフレの長期化等、厳しい経営環境のなか、当社グループは、２１世紀
における成長と発展を確かなものとするため、「エネルギーを中心として、人々の生活に関わる
様々なサービスを高い品質で提供しつづけることにより、快適・安全・安心な暮らしと地域の
発展に貢献する」というグループミッションを掲げ、グループを挙げてコスト競争力・営業力・
技術力に磨きをかけ、強固な事業基盤を構築するとともに、お客さまに満足いただける事業・
サービスを展開し、企業価値の安定的な増大をはかってまいります。 
 
  また、こうしたグループ全体の経済的価値に加え、社会的価値の一層の向上をはかる観点か
ら、コンプライアンスの徹底をはじめ、安定供給の確保や環境保全といった公益的課題の達成
にも積極的に取り組むことにより、引き続きお客さまや株主・投資家の皆さまから、信頼され、
評価・選択される企業グループを目指してまいります。 

 

２．対処すべき課題 

 
  以上の経営方針のもと、当社グループでは、次の３つを当面の重点課題として取り組み、グ
ループの価値向上を追求してまいります。 

 
① 「お客さまの信頼と満足」を基軸に据えた事業運営の徹底 

 
    ・競合相手の競争力や時宜を見極めた戦略的な電気料金施策の実施 
     ・グループ各社の技術やノウハウを結集したソリューション営業の深耕 

・多様なチャネルを活用したＩＨクッキングヒーターや全電化住宅等の普及促進 
    など、グループ一丸となって「お客さまの信頼と満足」を基軸に据えた事業運営の徹底
をはかることにより、厳しい競争に勝ち抜くとともに、新たな需要創造に努めてまいり
ます。 

 
② グループの総合力強化と新たな価値創造への挑戦 

 
     ・本年４月に導入した四電グループ総合業務システム（ＥＲＰ）を最大限に活用した

事業別、商品・サ－ビス別の利益管理・コスト管理の徹底 
     ・シェアードサービスセンターの設置によるグループ大での間接部門業務の集約化な

ど、業務プロセスの改善や最効率的な業務運営体制の構築 
     ・資産効率の向上や資本構成の改善に主眼を置いた財務体質の強化 
    などに取り組み、グループの総合力強化をはかってまいります。 
 
 
 
 



【連結：四国電力】 

4  

 
     また、四電グループの活力向上と新たな価値創造を目指し、 

・有料老人ホーム事業や海外コンサルティング事業など、新規に立ち上げた事業の確
実な育成 
・成長著しいＦＴＴＨ事業への本格参入 

     ・坂出地点へのＬＮＧ導入と総合エネルギー事業の展開に向けた具体検討 
    などにも果敢にチャレンジしてまいります。 
 
③ 社会的価値の向上と四電グループブランドの強化 

 
     ・適正・適法な業務の遂行と情報公開の徹底 

・安全対策に対する技術の再点検と技能の向上 
・環境マネジメントシステムのグループ展開や地球環境問題への主体的対応 
などに、引き続き真摯に取り組み、社会的価値の一層の向上に努めてまいります。 また、
こうした取り組みを通して、お客さまや地域社会との関係を揺ぎないものとし、「安心と
信頼」に裏付けられた四電グループブランドの醸成・強化をはかってまいります。 

 
 

３．経営目標 

 
上記のような取り組みを通じ、企業グループの収益性と安定性を総合的に向上させる観点 
から、平成１６～１８年度の３年間において、以下の利益・財務目標の達成を目指してまいり
ます。 

 

 目  標 

ＲＯＡ［総資本営業利益率］ ４％ 以上（16～18年度平均） 

株主資本比率 ３０％ 程度（18年度末） 
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◇キャッシュフローの配分・活用 

 
  当社は、目標利益水準の着実な達成によるキャッシュフローの創出を目指すとともに、１６
～１８年度の３年間においては、これを次のような考え方に基づき、配分・活用してまいりま
す。 

 

○資産効率の向上ならびに資本構成の改善による信用力維持の観点から、 

・設備投資額を1,600億円以下の水準に抑制し、総資産を1,200億円程度圧縮（15年度末 1
兆4,056億円 → 18年度末 1兆2,900億円）するとともに、 

・有利子負債残高については、1,300億円程度削減（15年度末 7,291億円 → 18年度末 6,000
億円）してまいります。 

○電気事業における価格競争力を維持・強化するため、効果的・戦略的な電気料金を設定し、
需要開拓とお客さま満足の向上に資する料金メニューの拡充に努めてまいります。 

○株価状況等を勘案しながら自己株式の買受けを進め、 

・発行済株式数の減少を通じた株主利益の増進と資本効率の向上をはかる観点から、12年度
以降実施している自己株式の消却を継続するとともに、 

・株式交換制度を活用して、事業環境に対応したグループ内資本関係の再構築をはかってま
いります。 

○このほか、エネルギーや情報通信を中心として、今後の収益性・成長性が見込まれ、グル―
プ全体の競争力強化に寄与する分野を対象に事業拡大にも取り組んでまいります。 

  

 

 ［キャッシュフローの創出と配分・活用の目安（16～18年度合計） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設備投資

維持更新投資
１,６００億円程度

お客さま 会 社 株 主
電気料金引き下げ
料金ﾒﾆｭｰの拡充

事業拡大
事業再編

自己株式
の買受け

配　当
自己株式消却

１,２００億円以上

キャッシュフロー
４,１００億円以上

財務体質の強化

有利子負債削減
１,３００億円程度

株 式
交 換

自己株式
 消 却
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４．中長期的な経営戦略 

 
  当社グループは、「暮らしを支えるマルチユーティリティー企業グループ」を目指し、四国地
域を基盤に、お客さまから最も信頼されるパートナーとして、エネルギーから情報通信、ビジ
ネス・生活サポートまで、多様なサービスをワンストップで提供できる企業グループへ変革・
成長してまいります。 

 
  このため、中核事業である電気事業については、資本効率や生産性の絶えざる向上とお客さ
まニーズを的確に捉えたサービスの提供に努め、競争に打ち勝つ強靭な事業基盤を構築します。
また合わせて、ＬＮＧ導入とエネルギーに関するソリューション技術の強化を着実に進めるこ
とにより、多様化・高度化するお客さまのご要望にお応えできる総合エネルギー事業を展開し
ていきます。 

 
さらに、グループ各社の保有する技術やノウハウ、さらには効率化によって得られた経営資
源を戦略的に活用することにより、当社グループの信用力が活かせ、また高い成長性が見込め
る情報通信や環境、自治体関連サービスといった分野を中心に、事業領域の拡大をはかってま
いります。 

 
 

５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 
（基本的な考え方） 

  当社は、取締役・監査役制度のもと業務執行・経営の監督体制の強化に努めており、迅速か
つ的確な意思決定に基づく経営、透明度の高い経営および法令・企業倫理を遵守した事業運営
を推進してまいります。 
 
（施策の実施状況） 
  「取締役会」は、重要な業務執行に関する意思決定および取締役の業務執行を監督する機関
として、原則として月１回開催するとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速な意
思決定をはかっています。 
 
  「監査役」は、取締役の業務執行を監督する機関として、監査役会で決定した方針に従い独
立して監査を実施するとともに、取締役会や重要会議に出席しております。現在、４名の監査
役のうち２名は、社外監査役であり、当社との間に特別の利害関係はありません。 
 
  このほか、当社は、 
  ・リスクマネジメントおよび内部統制システムを充実・強化する観点から、本年３月に「考
査室」の組織・要員を拡充 

  ・経営に関する重要な情報は、速やかに公表するとともに、当社ホームページ上で紹介す   
るなど、適時・適切な情報公開を推進 

  ・コンプライアンスの一層の推進をはかるため、１４年１２月に「コンプライアンス推進委
員会」を設置するとともに、１５年１月には、「四国電力行動規範」と、その具体的事項を
定めた「四国電力コンプライアンスガイドライン」を制定 

 するなど、コーポレートガバナンスの充実に取り組んでいます。 
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経営成績及び財政状態 
 
Ⅰ．当中間期の概要 

１．経 営 成 績 

(1) 電 力 需 要 
 
電灯需要は、猛暑の影響から、前年同期に比べ５.１％の増となりました。 
電力需要は、業務用電力が電灯需要と同様の理由から７.７％の増となったほか、産業 
用の大口電力も、化学や機械の生産増などから４.４％の増となったため、電力合計では 
前年同期に比べ４.９％の増となりました。 
 この結果、電灯電力合計では、前年同期に比べ４.９％増の１３８億１７百万kWhとな 
りました。 
 これに他電力会社向けの融通送電を加えた総販売電力量は、前年同期に比べ４.５％増 
の１７８億３８百万kWhとなりました。 
   (単位：百万kWh、％) 

比    較  １６年度中間期 
（Ａ） 

１５年度中間期 
（Ｂ） 前年差(Ａ－Ｂ) 伸び率 

電   灯 ４,４７４  ４,２５６  ２１８  ５.１  

電   力 ９,３４３  ８,９０９  ４３４  ４.９  
(うち業務用電力) （ ３,１４２） (  ２,９１８)   （ ２２４） （ ７.７） 

(うち大口電力) （ ３,７２３） (  ３,５６５)  （ １５８） （ ４.４） 

計 １３,８１７  １３,１６５  ６５２  ４.９  

融 通 等 ４,０２１  ３,９０３  １１８  ３.０  

合   計 １７,８３８  １７,０６８  ７７０  ４.５  
 

(2) 電 力 供 給 
 
 原子力発電電力量は、７５億６１百万kWh、水力発受電電力量は、２５億３０百万kWhとな
り、ともにほぼ前年並みの水準となりました。 
 この結果、火力発受電電力量は、電力需要の増に対応して、前年同期に比べ１１.２％増の
９６億５６百万kWhとなりました。   

(単位：百万kWh、％) 

比   較  １６年度中間期 

（Ａ） 

１５年度中間期 

（Ｂ） 前年差(Ａ－Ｂ) 伸び率 

設備利用率  85.1%  86.7%  △1.6%    

原 子 力 ７,５６１  ７,７０４  △１４３  △ １.９  

出 水 率  113.3%  111.8%  1.5%  

水   力 ２,５３０  ２,６１９  △ ８９  

 
△ ３.４  

火   力 ９,６５６   ８,６８５  ９７１  １１.２  

(うち自社火力) （ ６,５６７） ( ５,５７８)  （ ９８９） （ １７.７） 

(うち他社火力) （ ３,０８９） ( ３,１０７)  （△ １８） （△ ０.６） 

合   計 １９,７４７  １９,００８  ７３９  ３.９  
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(3) 収   支 

    
    営業収益(売上高)は、猛暑の影響による電気料金収入の増加や、連結範囲の拡大など 
から、前年同期に比べ１０７億円(3. 9%) 増収の２,８４９億円となりました。 

     
一方、営業費用は、火力発電量の増や燃料価格の上昇に伴い燃料費が増加したほか、 
連結範囲の拡大に伴う費用増などがありましたが、設備関連費(減価償却費・修繕費) 
の減少などから、営業費用合計は、前年同期に比べ８６億円(3.6%) の増加にとどまり 
２,５０３億円となりました。 
 
 この結果、営業利益は、前年同期に比べ２１億円(6.6%) 増益の３４５億円となり  
ました。 
 また、営業外損益が支払利息の減少などから２３億円改善したため、経常利益は前年 
同期に比べ４５億円(20. 0%) 増益の２７１億円となり、中間純利益は２５億円(17. 8%) 
増益の１６９億円となりました。 
 

                                                            (単位：億円、％) 

比   較  １６年度中間期 

（Ａ） 

１５年度中間期 

（Ｂ） 前年差(Ａ－Ｂ) 伸び率 

料 金 収 入 2,549 2,484 65 2.6 

託送収益ほか 57 56 0 1.2 
電
気
事
業 小  計 2,606 2,541 65 2.6 

そ の 他 の 事 業 636 540 96 17.8 

相 殺 ・ 消 去 △ 394 △ 340 △  54 16.1 

営 

業 

収 

益 

合    計 [2,624]  2,849 [2,555]  2,741 [ 69]  107 [ 2.7]  3.9 

人 件 費 376 389 △ 12 △ 3.3 

燃 料 費 306 221 85 38.5 

購入電力料 262 246 15 6.4 

減価償却費 404 450 △ 46 △10.3 

修 繕 費 282 317 △ 35 △11.1 

その他費用 610 602 8 1.4 

電 
気 

事 

業 

小  計 2,243 2,228 15 0.7 

そ の 他 の 事 業 657 528 129 24.4 

相 殺 ・ 消 去 △ 397 △ 339  △ 58 17.1 

営 
 

業 
 

費 
 

用 

合   計 [2,262]  2,503 [2,245]  2,417 [ 17]   86 [ 0.8]  3.6 

営 業 利 益 [  361]    345 [  309]    324 [ 52]   21 [16.9]  6.6 

 支 払 利 息 ほ か 73 97 △ 23 △24.4 

経 常 利 益 [  293]    271 [  211]    226 [ 81]   45 [38.5] 20.0 

渇水準備金引当 11 9 1 15.5 
 
法 人 税  ほ か 90 72 18 25.0 

中 間 純 利 益 [  185]    169 [  136]    144 [ 49]   25 [36.0] 17.8 

  (注)［ ］内は、四国電力単独決算値 
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２．財 政 状 態 

(1) 資産・負債・資本 

 事業用資産が償却進捗により２８４億円減少したため、資産合計は、前年度末に比べ 
２１７億円減少し、１兆３,８３８億円となりました。 
 
一方、負債は、社債・借入金を２５４億円削減したことなどから、前年度末に比べ  
２９６億円減少し、９,９６７億円となりました。 
  
   また、資本は、自己株式保有残高の増加(資本の減少)や､有価証券評価差額金の減少は 
あったものの、利益剰余金がこれらを上回って増加したため、前年度末に比べ７７億円 
増加し、３,８５９億円となりました｡ 
   
 この結果、株主資本比率は２７.９％となりました。 

 
                           (単位：億円) 

 
１６年度中間期末 
（Ａ） 

１５年度末 
（Ｂ） 

増    減 
（Ａ－Ｂ） 

資 産 
(うち事業用資産) 

１３,８３８ 

(１０,７４３) 

１４,０５６ 

(１１,０２７) 

△ ２１７ 
( △ ２８４) 

負 債 
(うち社債･借入金) 

９,９６７ 

( ７,０３７) 

１０,２６４ 

( ７,２９１) 

△ ２９６ 
( △ ２５４) 

資 本 
(うち利益剰余金) 
(うち評価差額金) 
( うち自己株式 ) 

３,８５９ 

(  ２,１５７) 

(     ６８) 
( △  １７４) 

３,７８１ 

(  ２,０２８) 

(     ８０) 
( △  １３４) 

７７ 
(   １２９) 
( △  １２) 
( △   ３９) 

 
 

◇自己株式の買受けおよび保有状況（四国電力単独） 
 株      数 金   額 

平 成 １ ５ 年 度 末 保 有 残 高 ７１６万株  １３０億円  

買   受   け   ２０１万株  ３９億円  

平成１６年度中間期末保有残高 ９１７万株  １６９億円  
 
 
＜参 考＞経年推移     上段（ ）は、対前年度末増減          
 12年度末 13年度末 14年度末 15年度末 16 年度中間期末 

資    産 
(△２０３) 
１５,８８５ 

(△７３４) 
１５,１５１ 

(△７０１) 
１４,４５０ 

(△３９４) 
１４,０５６ 

(△２１７) 
１３,８３８ 

社債･借入金 
(△７０２) 
８,９１２ 

(△５２７) 
８,３８４ 

(△６１９) 
７,７６５ 

(△４７３) 
７,２９１ 

(△２５４) 
７,０３７ 

資       本 
(  ８６) 
３,８３７ 

(△１５６) 
３,６８０ 

(  ３２) 
３,７１２ 

(  ６９) 
３,７８１ 

(  ７７) 
３,８５９ 

 

株主資本比率 ２４.２％ ２４.３％ ２５.７％ ２６.９％ ２７.９％ 

有利子負債倍率 ２.３倍 ２.３倍 ２.１倍 １.９倍 １.８倍 

     (注)有利子負債倍率 ＝ 社債・借入金 ÷ 株主資本 

 
 



【連結：四国電力】 

10 

 

(2)キャッシュ・フロー 
 
   営業キャッシュ・フロー(収入)は、中間純利益が増加したものの、償却進捗に伴い減価 
償却費が減少したことなどから、前年同期に比べ１１億円減少し、６４４億円となりました。 
 
   投資キャッシュ・フロー(支出)は、設備工事の減少から前年同期に比べ２５億円減少し、
３０７億円となりました。 
 
   この結果、営業キャッシュ・フローから投資キャッシュ・フローを差し引き後のフリー 
キャッシュ・フロー(収入)は、前年同期に比べ１４億円増加し、３３６億円となりました。 
   
   このフリーキャッシュ・フローを活用し、 

    ・社債・借入金 ２５７億円の削減 
    ・配当金 ６４億円の支払い 
    ・自己株式 ３９億円の買受け 
  を行ったことから、財務キャッシュ・フローは、３６０億円の支出となり、現金および 
現金同等物が２３億円減少しました。 

 
                       (単位：億円) 

 16年度中間期 15年度中間期 差  引 
中 間 純 利 益 １６９ １４４  

減 価 償 却 費 ４７９ ４９６  

そ の 他 △    ５ １５  
営業キャッシュ･ 
フロー（収入） 

計 ６４４ ６５５ △  １１ 

投資キャッシュ・フロー（支出） △  ３０７ △  ３３３ ２５ 

フリーキャッシュ・フロー（収入） ３３６ ３２２ １４ 

社債･借入金削減額 △  ２５７ △  １８１  

配 当 金 支 払 額 △   ６４ △   ６５  

自己株式買受け額 △   ３９ △   ８２  
財務キャッシュ･ 
フロー（支出） 

計 △  ３６０ △  ３２９  

   

現金および現金同等物の減少額 △   ２３  
 

 
 
 
 
３．中 間 配 当      
   平成１６年度の中間配当は、１株につき２５円といたします。 
   なお、中間配当支払開始日は、１１月３０日といたします。 
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Ⅱ．通期の見通し 
 

１．電 力 需 要 

   平成１６年度の電灯・電力需要は、猛暑の影響などから、前年度に比べ２.３％増 
  の２６９億kWh程度、これに他電力会社向けの融通送電を加えた総販売電力量は、前年度 
に比べ１.７％減の３３１億 kWh 程度と見込んでいます。 
   (単位：百万kWh) 

 １６年度予想 １５年度実績 前 年 差 伸 び 率 

電    灯 ９,１３４ ８,８５８ ２７６ ３.１％ 

電    力 １７,７５４ １７,４１５ ３３９ １.９％ 

計 ２６,８８８ ２６,２７３ ６１５ ２.３％ 

融  通  等 ６,２３０ ７,４１８ △１,１８８ △１６.０％ 

合    計 ３３,１１８ ３３,６９１ △ ５７３ △１.７％ 
 
 
 

２．業   績  

   売上高は、電灯・電力需要の増や連結範囲の拡大などから、前年度に比べ３.６％ 
増収の５,８２０億円程度と見込んでいます。 

 
    一方、費用は、火力発電量の増加や燃料価格の上昇から燃料費が増加しますが、 
減価償却費や支払利息が減少することなどから、経常利益は ４１０億円程度、当期純利益 
は ２７５億円程度と、ほぼ前年度並みの水準を見込んでいます 。 
 
[連 結]  (単位：億円) 

 １６年度予想 １５年度実績 前 年 差 伸 び 率 

売 上 高 ５,８２０  ５,６１８  ２０２  ３.６％ 

営 業 利 益 ５６０  ５９９  △ ３９  △ ７％ 

経 常 利 益 ４１０  ４０８  ２  ０％ 

当 期 純 利 益 ２７５  ２７４  １  ０％ 

1株当たり当期純利益 １０８円 １０５円 ３円  

 
 ◇主要諸元  
為替レート(円/＄)  １１０  １１３  △ ３  

原油ＣＩＦ(＄/ｂ) 
３８  

（下期  ４０） 
２９.４  ８.６  

石炭ＣＩＦ(＄/ｔ) ５４  ３５.９  １８.１  

火力発電電力量 
(百万kWh) 

１３,５３５  １１,６４９  １,８８６  

原子力設備利用率(％) ７７.８   ８４.９   △ ７.１  
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３．キャッシュ・フロー 

 
   営業キャッシュ・フロー(収入)は、１,５００億円程度、投資キャッシュ・フロー(支出)は、
７００億円程度と見込んでいます。 
 
   差し引き後のフリーキャッシュ・フロー８００億円程度については、社債・借入金の削減、
配当、自己株式の買受けに配分・活用いたします。 
 
   なお、今後も、総資産および社債・借入金の圧縮を進め､｢資産効率の向上｣ならびに｢財務 
  体質の強化｣をはかってまいります。 
 
 
 

Ⅲ．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

 12年度 13年度 14年度 15年度 16/中間期 

株 主 資 本 比 率 ２４.２％ ２４.３％ ２５.７％ ２６.９％ ２７.９％ 

時価ベースの株主資本比率 ３０.３％ ３１.３％ ３３.９％ ３５.１％ ３５.０％ 

債 務 償 還 年 数 ４.９年 ４.９年 ５.０年 ５.１年 ５.５年 

インタレスト･カバレッジ・レシオ ５.４・ ５.５・ ５.６・ ６.８・ ７.５  
   

(注) 株主資本比率：株主資本／総資産 
  時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
  債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
  インタレスト･カバレッジ･レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
 
※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算している。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出している。 
※ 有利子負債は、社債、長期借入金(いずれも１年以内に期限到来のものを含む)、短期借入金およびコマ
ーシャル・ペーパーを対象としている。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利

息の支払額を使用している。 
※ 当中間期の債務償還年数の計算は、営業キャッシュ・フローの額を２倍して算出している。 
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Ⅳ．事業等のリスク 
 

当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性のある主
なリスクには以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、現時点
において判断したものです。 
 
(気候等による影響) 
当社グループの連結売上高に占める電気事業のウエイトは９割強に達しておりますが、その
販売量は、気象の状況や四国地域の経済動向による影響を受けます。特に冷夏・暖冬となった
場合は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 
(燃料価格の変動による影響) 
当社の火力燃料費は、原油価格や石炭価格、為替レートの動向による影響を受けますが、原
子力発電を柱としたバランスのとれた電源構成に努めていることや、燃料価格および為替レー
トの変動を電気料金に反映させる「燃料費調整制度」により、業績への影響は限定的なものと
考えられます。 
 
(金利変動による影響) 
当社グループの有利子負債残高は16年度中間期末で約7,000億円となっており、今後の金利情
勢によっては、収支に影響を及ぼす可能性があります。ただし、当社グループの有利子負債残
高は、固定金利に基づく長期資金がほとんどを占めていること等から、業績への影響は限定的
なものと考えられます。 
 
(電力自由化の影響) 
電気事業の規制緩和を巡っては、本年４月から、契約電力500kW以上の高圧受電のお客さまに
小売自由化範囲が拡大され、さらに、17年４月からは、契約電力50kW以上の高圧受電のお客さ
まに拡大されるほか、卸電力取引市場の整備や振替供給料金の廃止など、競争を一段と加速さ
せる諸施策が実施されることとなっております。 
当社は、こうした自由化の進展に伴う事業リスクの増大に備え、財務体質の強化を急ぐとと
もに、グループを挙げて営業力の強化と低コスト構造の構築に努めており、当面影響は限定的
と考えておりますが、競争激化の状況によっては、将来、当社グループの業績に影響を及ぼす
可能性があります。 
なお、原子力バックエンド事業については、事業期間の超長期性や制度の未整備等によるリ
スクがありますが、総合資源エネルギー調査会電気事業分科会において、官民の役割分担の在
り方や既存制度との整合性等を整理し、経済的措置等具体的な制度・措置の在り方についての
方向性が示され、法制化に向けた取り組みが進められております。 
 
(電気事業以外の事業) 
電気事業以外の事業については、その将来性や収益性を吟味しながら進めてまいりますが、
市場環境の急速な悪化等により、当初見込んでいた収益を確保できない可能性があります。 

 
 (自 然 災 害) 
電気事業を中心とする当社グループは、電力供給設備をはじめ多くの設備を保有しています。
当社グループでは高品質のサービスを提供するため、設備の保守・点検を着実に実施すること
はもとより、災害リスクを検討し、適宜、対策を講じておりますが、大規模な地震・台風等の
自然災害が発生した場合には、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 
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中 間 連 結 財 務 諸 表 等 
（１）中 間 連 結 貸 借 対 照 表  

(単位：百万円) 

科  目 
当中間期末 
(16/9末) 

前 期 末 
(16/3末) 

増 減 
 

科  目 当中間期末 
(16/9末) 

前 期 末 
(16/3末) 

増 減 
 

(資産の部)    (負債の部)    

Ⅰ 固 定 資 産    Ⅰ 固 定 負 債    
(1)有形及び無形固定資産    1 社 債 290,000 300,000 △ 10,000 
1 水力発電設備 85,703 87,685 △  1,982 2 長 期 借 入 金 210,731 243,943 △ 33,212 

2 汽力発電設備 156,124 162,383 △  6,258 3 退職給付引当金 23,614 44,355 △ 20,740 
3原子力発電設備 141,340 147,583 △  6,243 4 使用済核燃料再処理引当金 123,636 119,158 4,478 

4 送 電 設 備 239,726 245,929 △  6,203 5 原子力発電施設解体引当金 53,578 52,487 1,090 
5 変 電 設 備 130,965 135,661 △  4,695 6 日本国際博覧会出展引当金 － 50 △     50 

6 配 電 設 備 210,959 211,952 △    993 7 その他の固定負債 16,414 4,091 12,322 
7その他の設備 109,504 111,554 △  2,050     
8 建設及び除却仮勘定 18,423 15,699 2,723 固定負債合計 717,975 764,087 △ 46,111 

有形及び無形固定資産合計 1,092,746 1,118,450 △ 25,704     
    Ⅱ 流 動 負 債    

(2)核 燃 料    1 1年以内に期限到来の固定負債 80,114 56,731 23,383 
1 装荷核燃料 18,268 20,580 △  2,312 2 短 期 借 入 金 57,500 57,500 － 
2 加工中等核燃料 87,370 85,880 1,489 3 ｺﾏｰｼｬﾙ･ﾍﾟｰﾊﾟｰ 71,000 71,000 － 

核 燃 料 合 計 105,638 106,461 △    822 4 支払手形及び買掛金 18,732 24,777 △  6,045 
    5 未 払 税 金 16,460 16,629 △    169 

(3)投資その他の資産    6 日本国際博覧会出展引当金 63 － 63 
1 長 期 投 資 42,035 43,552 △  1,516 7 その他の流動負債 32,937 34,811 △  1,874 

2 繰延税金資産 32,701 31,034 1,666     
3 その他の投資等 22,062 25,994 △  3,931 流動負債合計 276,807 261,450 15,356 
4 貸倒引当金 △      29 △      28 △      0     

投資その他の資産合計 96,770 100,551 △  3,781 Ⅲ 特別法上の引当金    
    渇水準備引当金 2,008 867 1,141 

固定資産合計 1,295,155 1,325,463 △ 30,308     
    負 債 合 計 996,791 1,026,405 △ 29,613 
Ⅱ 流 動 資 産        
1 現金及び預金 4,896 6,749 △  1,852 (少数株主持分)    
2 受取手形及び売掛金 48,223 50,677 △  2,454  少数株主持分 1,171 1,064 107 
3 たな卸資産 16,807 12,711 4,096     

4 繰延税金資産 5,515 5,157 358 (資本の部)    
5 その他の流動資産 13,567 5,081 8,485 Ⅰ 資 本 金 145,551 145,551 － 

6 貸倒引当金 △     283 △     210 △     73 Ⅱ 資 本 剰 余 金 35,199 35,198 0 
    Ⅲ 利 益 剰 余 金 215,724 202,813 12,911 

流動資産合計 88,727 80,166 8,560 Ⅳ その他有価証券評価差額金 6,868 8,083 △  1,214 

    Ⅴ 自 己 株 式 △  17,424 △  13,486 △  3,938 
        

    資 本 合 計 385,919 378,160 7,758 
        

資 産 合 計 1,383,882 1,405,629 △ 21,747 
負債､少数株主持分
及 び 資 本 合 計 

1,383,882 1,405,629 △ 21,747 
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（２）中 間 連 結 損 益 計 算 書  

（単位：百万円） 

科  目 当中間期 
(16/4～16/9) 

前中間期 
(15/4～15/9) 

増 減 
 

前 期 
(15/4～16/3) 

     

Ⅰ 営 業 収 益 284,922 274,162 10,760 561,891 
 1 電 気 事 業 営 業 収 益 259,963 253,619 6,344 508,212 
 2 そ の 他 の 売 上 高 24,959 20,543 4,416 53,679 
       
Ⅱ 営 業 費 用 250,342 241,736 8,606 501,905 
 1 電 気 事 業 営 業 費 用 223,298 221,564 1,733 449,209 
 2 そ の 他 の 営 業 費 用     
  (a) 売 上 原 価 24,140 18,035 6,105 47,902 
  (b) 販売費及び一般管理費  2,904 2,136 767 4,793 
       
 営 業 利 益 34,580 32,425 2,154 59,986 
       
Ⅲ 営 業 外 収 益 1,793 854 938 1,708 
 1 受 取 配 当 金 383 354 28 474 
 2 受 取 利 息 21 22 △      1 44 
 3 有 価 証 券 売 却 益 1,025 － 1,025 － 
 4 持分法による投資利益 233 212 21 612 
 5 雑 収 入 130 264 △     134 576 
       
Ⅳ 営 業 外 費 用 9,176 10,615 △  1,439 20,809 
 1 支 払 利 息 8,463 10,384 △  1,920 19,864 
 2 有 価 証 券 評 価 損 223 － 223 － 
 3 雑 損 失 488 231 257 944 
       
 経 常 利 益 27,197 22,664 4,532 40,885 

      

Ⅴ 渇水準備金引当又は取崩し     

  渇 水 準 備 金 引 当 1,141 988 153 867 

      

 税金等調整前中間(当期)純利益  26,056 21,676 4,379 40,018 

      
 法人税、住民税及び事業税 9,076 7,579 1,497 14,689 
 法 人 税 等 調 整 額 △     30 △     368 337 △   2,129 
      
 計 9,045 7,210 1,834 12,560 
      

 少 数 株 主 利 益 16 40 △    23 41 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 16,994 14,425 2,568 27,417 
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（３）中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書  

（単位：百万円）    

科   目 当中間期 
(16/4～16/9) 

前中間期 
（15/4～15/9） 

前 期 
(15/4～16/3) 

    

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 35,198 35,198 35,198 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高 0 － － 

  自 己 株 式 処 分 差 益 0 － － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高 35,199 35,198 35,198 

    
（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 202,813 195,618 195,618 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高 19,544 16,546 29,538 

 1 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 16,994 14,425 27,417 

 2 連結子会社と非連結子会社 
と の 合 併 に よ る 増 加 高 － 2,120 2,120 

 3 連結範囲拡大による増加高 2,549 － － 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高 6,633 6,788 22,343 

 1 配 当 金 6,398 6,573 13,037 
 2 役 員 賞 与 234 214 214 
 3 自 己 株 式 消 却 額 － － 9,090 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 215,724 205,376 202,813 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書  

                                                    （単位：百万円） 

科   目 当中間期 
(16/4～16/9) 

前中間期 
(15/4～15/9) 

増 減 
 

前 期 
(15/4～16/3) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      
 税金等調整前中間(当期)純利益 26,056 21,676 4,379 40,018 
  減価償却費 47,959 49,658 △   1,699 98,714 
  核燃料減損額 5,228 5,067 160 10,128 
  使用済核燃料再処理工程損 0 622 △     622 1,203 
  固定資産除却損 2,285 1,854 431 4,702 
  退職給付引当金の減少額 △  21,599 △     897 △  20,702 △  6,380 
  使用済核燃料再処理引当金の増加額  4,478 3,646 831 9,130 
  原子力発電施設解体引当金の増加額  1,090 891 199 515 
  貸倒引当金の増加額又は減少額(△)  15 △      49 64 △      78 
  渇水準備引当金の増加額 1,141 988 153 867 
 前払年金費用の増加額(△)又は減少額 5,115 △     897 6,012 △  1,733 
  売掛債権の減少額 4,729 5,534 △     805 2,368 
  たな卸資産の増加額(△)又は減少額  △   3,202 △   2,277 △     925 2,695 
  確定拠出年金債務の増加額 16,695 - 16,695 - 
  買掛債務の減少額 △   7,960 △   5,326 △   2,633 △    2,849 
  持分法による投資利益 △     233 △     212 △      21 △      612 
  支払利息 8,463 10,384 △   1,920 19,864 
  その他 △   8,971 △   7,988 △     982 △    3,343 
 小   計 81,292 82,677 △    1,384 175,211 
        
  利息及び配当金の受取額 456 424 32 570 
  利息の支払額 △   8,622 △  11,402 2,779 △   20,994 
  法人税等の支払額 △   8,715 △   6,114 △   2,600 △   12,272 
 営業活動によるキャッシュ・フロー  64,411 65,585 △   1,173 142,514 

     
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      
 固定資産の取得による支出 △  30,454 △  34,849 4,394 △   70,838 
 固定資産の売却による収入 419 800 △     380 1,203 
 投融資による支出 △   1,040 △     555 △     485 △    1,060 
 投融資の回収による収入 345 1,277 △     932 2,156 
 投資活動によるキャッシュ・フロー  △  30,730 △  33,327 2,596 △  68,539 

      
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      
  社債の発行による収入 10,000 30,000 △  20,000 40,000 
  社債の償還による支出 △  20,000 △  37,250 17,250 △   47,250 
  長期借入れによる収入 - - - 7,000 
  長期借入金の返済による支出 △  15,728 △  23,900 8,171 △   51,479 
 ｺﾏｰｼｬﾙ･ﾍﾟｰﾊﾟｰの増加額(純額) - 13,000 △  13,000 4,000 
  配当金の支払額 △   6,398 △   6,571 172 △   13,035 
  自己株式の取得による支出 △   3,920 △   8,264 4,343 △   13,340 
  少数株主に対する配当金の支払額 △      23 △       3 △      19 △        3 
 財務活動によるキャッシュ・フロー  △  36,070 △  32,989 △   3,081 △   74,108 

       
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  - - - - 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △   2,389 △     730 △   1,658 △      133 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  6,749 6,314 435 6,314 
Ⅶ 連結子会社と非連結子会社との合併に  
よる現金及び現金同等物の増加額  

 
- 568 

 
△     568 568 

Ⅷ 連結範囲拡大による現金及び現金  
同等物の増加額         536 - 536 - 

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 4,896 6,151 △   1,254 6,749 
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 
  １．連結の範囲に関する事項 
 
     中間連結財務諸表の作成にあたり、当社は、主要な子会社として、㈱ＳＴＮｅｔ、㈱ネットウェーブ 
四国、四国計測工業㈱、四電エンジニアリング㈱、㈱四電技術コンサルタント、四電ビジネス㈱、四電 
エナジーサービス㈱、㈱よんでんライフケア及び㈱四国総合研究所の９社を連結子会社としている。 
㈱ネットウェーブ四国、㈱四電技術コンサルタント、四電エナジーサービス㈱、㈱よんでんライフ 
ケア及び㈱四国総合研究所については、当中間連結会計期間から、連結子会社に含めることとした。 
  なお、㈱ＳＴＮｅｔと㈱ネットウェーブ四国は、平成16年10月1日、㈱ＳＴＮｅｔを存続会社と 
して合併した。 
連結の範囲から除外した非連結子会社は、その総資産、売上高、中間純損益、利益剰余金等の規模 
からみて、これらを連結の範囲から除いても、中間連結財務諸表に及ぼす影響に重要性がない。 

     

     非連結子会社は以下の７社である。 

      テクノ・サクセス㈱、伊方サービス㈱、坂出ＬＮＧ㈱、四国航空㈱、㈱よんでんメディアワークス、 
徳島綜合自動車㈲、Yonden Afforestation Australia Pty.Ltd.(四国電力豪州植林㈱) 
       

  ２．持分法の適用に関する事項 
     非連結子会社７社及び関連会社５社のうち、関連会社 ㈱四電工に対する投資について、持分法を適用 
    している。 
     適用外の非連結子会社７社及び関連会社４社は、それぞれ中間純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が 
軽微であり、かつ、全体としてもその影響に重要性がない。 

 
     持分法を適用しない関連会社は以下の４社である。 

       ㈱ケーブルメディア四国、四変テック㈱、エコ・テック㈱、橘火力港湾サービス㈱ 

 

  ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
     連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致している。 

  ４．会計処理基準に関する事項 
    (１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

      ① 有価証券 
         その他有価証券 
          時価のあるもの ･････ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                    （評価差額は全部資本直入法により処理） 
          時価のないもの ･････ 移動平均法による原価法 

      ② たな卸資産  

石炭・燃料油･････････ 総平均法による原価法 
未成工事支出金･･･････ 個別法による原価法 
その他のたな卸資産･･･ 移動平均法による原価法 
 

    (２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      ① 償却方法 
         ・有形固定資産 ･･･････ 定率法 
         ・無形固定資産 ･･･････ 定額法 
      ② 耐用年数 
          法人税法に定める耐用年数 
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(３)重要な引当金の計上基準 

     ① 貸倒引当金 
         売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別の回収可能性に基づき、回収不能見込額を計上 
している。 

     ② 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産 
の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上し 
ている。 

         過去勤務債務は、主として発生連結会計年度に費用処理している。 
 数理計算上の差異は、主として発生連結会計年度の翌連結会計年度に費用処理している。 

         
(追加情報)   

         当社は、当連結会計年度の期首において、以下の内容の退職給付制度の改定を行っている。 
・従来の適格退職年金制度を、確定給付企業年金法に基づく規約型企業年金制度へ移行しキ 

         ャッシュバランスプランを導入 
・従来の退職一時金制度について変動金利型ポイント制に見直すとともに、その一部を確定 
 拠出年金制度と前払退職金制度との選択制へ移行 

 
        (会計処理方法の変更) 
         当社は、この制度改定を機に、数理計算上の差異の費用処理年数について、従来の「発生 
        連結会計年度の翌連結会計年度より10年間で費用処理」する方法から「発生連結会計年度の 

翌連結会計年度に費用処理」する方法に変更し、前連結会計年度末における未認識数理計算上 
の差異残高について当連結会計年度に一括費用処理することとしている。これは、退職給付制 
度の改定により今後発生が見込まれる数理計算上の差異が減少し、過去において多額に発生し 
た未認識数理計算上の差異が長期的に相殺されることが期待できない状況となったことから、 
当連結会計年度に一括費用処理し、財務の健全化を図るとともに、退職給付債務の状況を適時 
に連結財務諸表に反映させるための変更である。 
 当中間連結会計期間には、年度の費用処理額(３５,７２１百万円)の１／２を計上しており、 
従来の方法によった場合と比較して、営業費用が１２,３０８百万円増加し、営業利益、経常 
利益、税金等調整前中間純利益がそれぞれ同額減少している。 

 
     ③ 使用済核燃料再処理引当金 
         使用済核燃料の再処理に要する費用に充てるため、使用済核燃料再処理費の中間期末要支 

払額の６０％を計上する方法によっている。 
     ④ 原子力発電施設解体引当金 
         原子力発電施設の解体に要する費用に充てるため、解体費の総見積額を基準とする額を 

原子力発電実績に応じて計上している。 
     ⑤ 日本国際博覧会出展引当金 
         日本国際博覧会への出展費用に充てるため、総出展費用見込額を期間配分方式により計 

上している。 
     ⑥ 渇水準備引当金 
         渇水による損失に備えるため、電気事業法第３６条に定めるところにより、経済産業省 

令(渇水準備引当金に関する省令)に基づき計上している。 

   (４)重要なリース取引の処理方法 

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
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(５)重要なヘッジ会計の方法 

         実需取引に基づいて発生する原債権・債務や今後の予定取引に係る金利変動リスクや為替変 
動リスク等を回避するため、金利スワップ、為替予約等のデリバティブ取引を活用している。 

        当該取引に、繰延ヘッジ処理を適用している。なお、為替予約等について振当処理の要件を 
満たしている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合 
には特例処理を適用している。 

     (６)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

       消費税等の会計処理方法 
         消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
                            
    ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

       中間連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、現金及び預金、容易に換金 
可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ケ月以内に償還期 
限の到来する短期投資からなる。 

 

（６）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 
   固定資産の減損に係る会計基準 
      固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会 
計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用 
指針第６号 平成15年10月31日)が平成16年3月31日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表 
から適用できることになったことに伴い、当中間連結会計期間から同会計基準及び同適用指針を適用 
している。これにより経常利益、税金等調整前中間純利益は３７６百万円減少している。 
   なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接 
控除している。 

 

（７）表示方法の変更 
 
   ［中間連結キャッシュ・フロー計算書関係］ 
      前中間連結会計期間において「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「確 
定拠出年金債務の増減額」が重要性を増したため、当中間連結会計期間から区分掲記することとした。 
   なお、前中間連結会計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「確定 
拠出年金債務の減少額」は△０百万円である。 
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注 記 事 項 

（中間連結貸借対照表関係）  
（単位：百万円） 

項        目 
当中間期末 
(16/9末) 

前 期 末 
(16/3末) 

１．有形及び無形固定資産の内訳 

   有 形 固 定 資 産 
   無 形 固 定 資 産  

 

 １,０５０,９９９  
 ４１,７４６  

 

１,０７６,６７７  
４１,７７２  

２．有形固定資産の減価償却累計額  １,８６８,６２７  １,８２４,４８１  

３．固定資産の取得価額は、工事費負担金等の受入れのため 
 下記の金額が圧縮記帳されている。 

   水 力 発 電 設 備 
   汽 力 発 電 設 備 
   原 子 力 発 電 設 備 
   送 電 設 備 
   変 電 設 備 
   配 電 設 備 
   そ の 他 の 設 備 

        計 

 
 

 ７,８６６  
 ５６９  
９  

 ９,５６３  
 １,５４６  
 ３,８５３  
 ３,９６３  

 ２７,３７２  

 
 

７,８６６  
５６９  
６３  

９,６７３  
１,４５１  
３,７４２  
３,８３９  

２７,２０７  

４．未払税金には、次の税額が含まれている。 

   法 人 税 及 び 住 民 税 
   事 業 税 
   電 源 開 発 促 進 税 
   事 業 所 税 
   消 費 税 等 
   諸         税 

        計 

 

 ８,８４７  
 ３,２０４  
 １,０３４  
 ７１  

 ２,９９６  
 ３０５  

 １６,４６０  

 

８,１９２  
３,２９２  
９４７  
１３２  
４,０６４  
１  

１６,６２９  

５．担保資産及び担保付債務 
  (親会社) 
提出会社の総財産は、社債・日本政策投資銀行からの 

  借入金の一般担保に供している。 

   社 債 (1 年以内に償還すべき金額を含む) 
   日本政策投資銀行借入金 (1 年以内に返済すべき金額を含む) 
   債務履行引受契約により譲渡した社債 

  (連結子会社) 

   担保資産 

    その他の設備 

   担保付債務 

    長期借入金(1年以内に返済すべき金額を含む)  

 
 
 

 
３１０,０００  
６９,９１０  
５０,０００  

 

 

１９２  

 

５８  

 
 
 

 
３２０,０００   
７４,７３８   

   ８０,０００   

 

 

       －   

 

               －   
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（単位：百万円） 

項        目 
当中間期末 
(16/9末) 

前 期 末 
(16/3末) 

６．偶 発 債 務 
 (1) 保 証 債 務 
   ・日本原燃㈱ 
     社債・日本政策投資銀行ほかからの借入金に対する 
    連帯保証債務 
   ・㈱ケーブルメディア四国 
     日本政策投資銀行からの借入金に対する連帯保証債務 
   ・原燃輸送㈱ 
     日本政策投資銀行ほかからの借入金に対する連帯 
保証債務 

   ・従業員 
     従業員の持家財形制度による㈱みずほ銀行ほかから 
の借入金に対する連帯保証債務 

          計 

 
 
 
 

６５,６８３  
 

１,８０６  
 
 

３００  
 
 

２１,５９６  

８９,３８７  

 
 
 
 
６６,５９１  

 
１,９０４  

 
 

３３４  
 
 

２０,９０８  

８９,７３９  

(2) 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

   [銘 柄]       [債務の履行引受金融機関] 
 
  第221回社債 ： ㈱三井住友銀行､㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 
  第222回社債 ： ㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 
  第223回社債 ： ㈱みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 
          
         計  

 

 
 
－  

３０,０００  
   ２０,０００   
  
    ５０,０００  

第222回､第223回社
債は､金融商品に係る
会計基準における経過
措置を適用した債務履
行引受契約を締結して
いる。 

 

 
 

３０,０００  
３０,０００  

   ２０,０００   
  
    ８０,０００  

第221回社債のうち 
20,000 百万円及び第
222回､第223回社債は､
金融商品に係る会計基
準における経過措置を
適用した債務履行引受
契約を締結している。 
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（中間連結損益計算書関係）  

（単位：百万円） 

項     目 
当中間期 
(16/4～16/9) 

前中間期 
(15/4～15/9) 

前  期 
(15/4～16/3) 

販売費及び一般管理費内訳 (1)｢電気事業営業費用｣の内訳 

販売費及び一般管理費以外 185,198  

販売費及び一般管理費 39,123  

 (給料手当) (10,014) 

 (退職給与金) ( 9,392) 

 (そ の 他) (19,716) 

計  224,321  

内部取引消去額 △1,023  

合  計 223,298  

 

(2)｢その他の営業費用｣の
｢販売費及び一般管理費｣
の主な内訳は次のとおり
である。 

販売費及び一般管理費 6,880  

 (人 件 費) ( 3,755) 

 (減価償却費) (   500) 

 (そ の 他) ( 2,624) 

内部取引消去額 △3,976  

合  計 2,904   

(1)｢電気事業営業費用｣の内訳 

販売費及び一般管理費以外 182,465  

販売費及び一般管理費 40,349  

 (給料手当) ( 10,929) 

 (退職給与金) (  8,789) 

 (そ の 他) ( 20,630) 

計  222,815  

内部取引消去額 △1,250  

合  計 221,564  

 

(2)｢その他の営業費用｣の
｢販売費及び一般管理費｣
の主な内訳は次のとおり
である。 

販売費及び一般管理費 4,283  

 (人 件 費) (  2,324) 

 (減価償却費) (    394) 

 (そ の 他) (  1,564) 

内部取引消去額 △2,146  

合  計 2,136   

(1)｢電気事業営業費用｣の内訳 

販売費及び一般管理費以外 365,169  

販売費及び一般管理費 86,162  

 (給料手当) (21,058) 

 (退職給与金) (19,923) 

 (そ の 他) (45,180) 

計  451,331  

内部取引消去額 △2,121  

合  計 449,209  

 

(2)｢その他の営業費用｣の
｢販売費及び一般管理費｣
の主な内訳は次のとおり
である。 

販売費及び一般管理費 9,048  

 (人 件 費) (  4,589) 

 (減価償却費) (    997) 

 (そ の 他) (  3,461) 

内部取引消去額 △4,254  

合  計 4,793   

 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

（単位：百万円） 

項        目 
当中間期 
(16/4～16/9) 

前中間期 
(15/4～15/9) 

前  期 
(15/4～16/3) 

 現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高と中間連結貸借対照表(連結貸
借対照表)に掲記されている科目の金額
との関係 

   現金及び預金勘定 
   現金及び現金同等物 

 
 

 
 

４,８９６  
４,８９６  

 
 

 
 

６,１５１  
６,１５１  

 
 

 
 

６,７４９  
６,７４９  

 
 

リ ー ス 取 引 関 係 

 
    ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 
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有 価 証 券 関 係 
 
１． 時価のある有価証券 

（単位：百万円） 

種        類 
当中間期末 
(16/9末) 

前 期 末 
(16/3末) 

そ の 他 有 価 証 券 取得原価 

中間連結
貸借対照
表計上額 

差 額 取得原価 

連結貸借
対 照 表 
計 上 額 

差 額 

株       式 2,932 13,452 10,519 2,931 15,343 12,412 

 
２． 時価評価されていない主な有価証券 

（単位：百万円） 

種        類 
当中間期末 
(16/9末) 

前 期 末 
(16/3末) 

そ の 他 有 価 証 券 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

1.非上場株式(店頭売買株式を除く) 
2.出資証券 

１９,４５６ 
１,００２ 

２０,６３６ 
１,００２ 

計 ２０,４５９ ２１,６３９ 

 
 
 
 

デリバティブ取引関係 

     
ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 
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セ グ メ ン ト 情 報 
(ａ) 事業の種類別セグメント情報 
 
 当中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）             （単位：百万円） 

 電気事業 その他の事業 合  計 消去又は全社 連  結 

 売   上   高      
 (1)外部顧客に対する売上高 259,963 24,959 284,922 － 284,922 
 (2)セグメント間の内部売上高 
   又 は 振 替 高 

 
735 

 
38,738 

 
39,474 

 
△ 39,474 

 
－ 

計 260,699 63,698 324,397 △ 39,474 284,922 

営  業  費  用 224,321 65,760 290,081 △ 39,739 250,342 

営  業  利  益 36,378 △   2,062 34,315 264 34,580 
 
 前中間連結会計期間（平成15年4月1日から平成15年9月30日まで）             （単位：百万円） 

 電気事業 その他の事業 合  計 消去又は全社 連  結 

 売   上   高      
 (1)外部顧客に対する売上高 253,619 20,543 274,162 － 274,162 
 (2)セグメント間の内部売上高 
   又 は 振 替 高 

 
499 

 
33,508 

 
34,007 

 
△ 34,007 

 
－ 

計 254,118 54,051 308,170 △ 34,007 274,162 

営  業  費  用 222,815 52,847 275,663 △ 33,926 241,736 

営  業  利  益 31,303 1,203 32,507 △    81 32,425 
 
 前連結会計年度（平成15年4月1日から平成16年3月31日まで）               （単位：百万円） 

 電気事業 その他の事業 合  計 消去又は全社 連  結 

 売   上   高      
 (1)外部顧客に対する売上高 508,212 53,679 561,891 - 561,891 
 (2)セグメント間の内部売上高 
   又 は 振 替 高 864 71,411 72,275 △  72,275 

 
- 

計 509,076 125,091 634,167 △ 72,275 561,891 

営  業  費  用 451,331 122,571 573,902 △ 71,996 501,905 

営  業  利  益 57,745 2,520 60,265 △    278 59,986 
 
（注）１．事業区分の方法 ･･････ 事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 
     ２．各区分に属する主要な製品の名称等 

事 業 区 分 主 要 な 製 品 ・ 事 業 活 動 

電 気 事 業 

その他の事業 
 

 電力供給 

 情報システム開発、電気通信事業、電気機器等の製造・販売、電気・機械・ 
土木・建築工事の設計・施工、ビル賃貸、分散型電源サービス、介護サービス、 
研究開発 など 

 
    ３．会計処理方法の変更 

（当中間連結会計期間） 
      「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社は、退職給付引当金の数理 

計算上の差異の費用処理年数を変更した。 
       この変更により営業費用が 12,308 百万円増加し、営業利益が同額減少している。影響額は概ね「電気事

業」に関するものであり、「その他の事業」に与える影響は軽微である。 
 

（前中間連結会計期間）  記載すべき事項はない。 
 

（前連結会計年度）      記載すべき事項はない。 
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(ｂ) 所在地別セグメント情報 

    当中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)、前中間連結会計期間(平成15年 
４月１日から平成15年９月30日まで)及び前連結会計年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日 
まで)いずれも、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はない。 

 
 
(ｃ) 海 外 売 上 高 

    当中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)、前中間連結会計期間(平成15年 
４月１日から平成15年９月30日まで)及び前連結会計年度(平成15年４月１日から平成16年３月31日 
まで)いずれも、海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 
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